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青森産業保健推進センター 産業医学担当相談員

秋田看護福祉大学 看護福祉学部長・教授　三　田　禮　造

新型インフルエンザと産業保健

新インフルエンザの発生に対する対策が産業保健の現場でも求められており、産業医等産業保健関係者に

対して「新型インフルエンザ対策 についての産業保健研修会」が労働者健康福祉機構により平成20年 9 月10

日に開催されました。青森産業保健推進センターからは中路相談員、福原相談員と私が受講して来ました。

この研修会は産業保健に係わる者に、新型インフルエンザに関する最新の情報を提供するとともに具体的な

感染予防のための対策について理解を広めることを目的としてなされたものであり、更に同様の研修会が全

国の産業保健推進センターにおいても今後実施する予定とされています。

既に事業者・職場における新型インフルエンザ対策 ガイドラインは厚生労働省より示されております（平

成19年 3 月26日、改定案2008年 7 月30日）。

ここでは研修会における講師の講演から事業者・職場における対応に関するいくつかの点を整理してみま

す。

1．新インフルエンザとは
過去に私たちは世界規模でのインフルエンザの流行（パンデミック）を経験しております。特に1918年の

スペイン型インフルエンザは世界中で 2 千～ 4 千万人の死者を出したと言われています。その後1957年のア

ジア型、1968年の香港型のパンデミックを経験しそれぞれ 2 百万人、百万人の死者がでております。その後

パンデミックは起きておりませんが、鳥インフルエンザの人への感染がアジアを中心に世界各地で発生し、

高い死亡率を認めており、新たなインフルエンザの流行が懸念されています。
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2．事業所・職場におけるインフルエンザ対策
職場における感染予防は、職場における安全配慮義務の上からも十分に考慮されなければならないことで

あり、企業の事業継続にも影響を与える問題となります。しかしながら、本邦における企業の対策は十分に

なされていないのが現状のようです。企業では危機管理体制を構築し、産業保健スタッフのみならず関連部

局が協力し対応に当たることになります。勿論、職場における健康教育は新型インフルエンザを含めて実施

されていなければなりません（飛沫感染対策、新型インフルエンザに関する正しい情報の提供等）。

3．ま　と　め
近い将来、新型インフルエンザのパンデミックが予想されており産業保健の立場からも対策が求められて

います。企業では新型インフルエンザが発生し従業員が罹患するような事態になったとしても経営責任から、

又社会機能維持のため事業活動の継続が求められます。新型インフルエンザへの具体的対応策を現時点で構

築しておく必要性を理解して下さい。


